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■目指すべき方向

国内外のグローバル化の進展に対応すべく，

社会の求める人材像を適切に捉えた人材育成

が系統的に行われ，産業活力の礎としての優

秀な人材を，広島県から多数輩出する。
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Ⅰ 育成すべき人材像，要求水準,人材需要

グローバル人材に必要な能力 ～大学・企業アンケート調査結果～

【要素１】語学力・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力
【要素３】異文化に対する理解と

日本人としてのｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨｰ

育成すべき人材像 ～英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力を中核として，主体性やﾁｬﾚﾝｼﾞ精神，異文化理解などの素養も兼ね備えた人材～

【要素２】主体性・積極性，ﾁｬﾚﾝｼﾞ精神
協調性・柔軟性，責任感・使命感

日本の18歳人口：今後10年間は約110万人程度で推移

⇒ うち約10％（約11万人程度）は，20歳代前半までに留学経験等

を有する④⑤レベルの潜在的候補者になることを目指す

⇒ ③レベルの人材も，相当程度の厚みのある人材層の形成が必要

出典） 国家戦略室「グローバル人材育成戦略」（グローバル人材育成推進会議 審議まとめ） （H24.6）

近年の社会経済環境の急速なグローバル化に対して，育つ人材は「内向き」傾向 （⇒ギャップ）

大学や企業のニーズを踏まえると，グローバル社会で実際に使える英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力の育成は急務

↑

要
求
水
準

↓

<H24>約168万人 ⇒ <H29>約411万人

企業が求めるグローバル人材の需要予測

⑤多数者間折衝・交渉レベル

④二者間折衝・交渉レベル

③業務上の文書・会話レベル

②日常生活会話レベル

①海外旅行会話レベル

12.9%

16.3%

35.4%

35.7%

43.0%

75.8%
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論理的思考力

チームワーク力

主体性

実行力

異文化理解力

英語コミュニケーション能力

出典） 国際ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ協会 「TOEIC大学就職課調査」 「上場企業における英語活用実態調査」 （H23.1）

≪国内の大学・短大（356校）≫ ≪国内の上場企業（329社）≫

21.9%

25.5%

27.3%

31.3%

40.6%

78.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

論理的思考力

主体性

リーダーシップ

実行力

異文化理解力

英語コミュニケーション能力

【上記のうち若い世代に求められる数】

5年で2.4倍

〔参考〕 県内の需要見込
（単純割戻し）

（全従業員数：約4,127万人）

（全従業員数：約87万人）

【上記のうち若い世代に求められる数】

県内の18歳人口：約2.7万人程度で推移

③④⑤レベル ⇒ 約2,700人/年

○ グローバル人材の需要予測

<H24> 3.6万人 ⇒ <H29> 8.6万人



3

Ⅱ 本県の現状

初等中等教育における英語力・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力は全国より高いﾚﾍﾞﾙにあるが，国際水準には程遠く，また，
急速に進展するグローバル化の中で，要求水準の上昇や人材需要の増加は確実であり，社会が求める「質・

量」ともに満たす人材の育成に向けて，国の議論も注視しつつ，本県としての独創的な対策の検討が必要

高１～３〔英語〕
⇒授業は英語で行うこと
を基本(H25～)

小5～6 〔外国語活動〕
⇒週１コマ（H23～）
中１～３ 〔英語〕
⇒週４コマ（H24～）

外国人講師活用状況
～１学級当たり年間授業量
小：約22時間/28時間
中：約16時間/124時間

外国人講師活用状況
～１学級当たり年間授業量
約21時間/202時間

ＫＰＩ

英
語
力
・コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

小・中学校 高 校 大 学

英検準１級

以上

本県38%

(全国28%)

英検準１級

以上

本県68%

(全国52%)

リ
ソ
ー
ス

（
教
員
）

・小：英語免許を持つ教員
381人/7,844人（全教員）

・中：複数年の海外経験教員
32人（英語教員625人）

・外国人講師（非常勤）
ＡＬＴ：129人（小・中計）

・複数年の海外経験教員
29人（英語教員509人）
・外国人英語教員：3人
・外国人講師（非常勤）
ＡＬＴ：49人
ＮＥＳＴ：12人

外国人教員比率
4.5%（全国5.0%）

ハーバード 29.5%
ケンブリッジ41.5%

チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
・

異
文
化
体
験(

留
学
等)

国
内

海
外

異文化交流体験空間
設置(県内 ２小学校)

全校姉妹校締結（H25）
⇒交流（受入）促進

―
留学支援制度創設(H23)
高大連携 （入試制度改善等）

留学生受入・定着促進
（H23～）

H34までに
延べ1,500人

小：３泊４日宿泊体験活動
（全校実施）

中：4～5日のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ
体験（全校実施）

起業家精神の育成
（H23～）

英検３級

以上

本県17%

(全国16%)

英検準２級

以上

本県14%

(全国10%)

ＫＰＩ ＫＰＩ

H26までに
4,600人

テーマ⑥「大学の在り方」で議論

※短期派遣含む
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ＫＰＩ

英 語 力 ・ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 能 力

生 徒

海 外 留 学

英検３級以上 英検準１級以上英検準１級以上英検準２級以上

教 員

広島県 17位 １７％ 28位1.3人（63）１4位 0.4人（20）９位 １４％ ６位 ６８％３位 ３８％

全国平均

トップとの差

16％ ２.０人０.４人１０％ ５２％２８％

９ポイント ７.６人１.８人６ポイント １４ポイント６ポイント

《H24生徒割合》 《H24生徒割合》 《H24教員割合》 《H24教員割合》 《H23長期留学》 《H23短期派遣》

Ａ 26％

Ｂ 25％

Ｃ 25％

Ｄ 20％

Ｅ 19％

Ｆ 17％

Ｇ 44％

Ａ 41％

広島県 38％

Ｈ 82％

Ｇ 81％

Ｉ 76％

中学校 高 校高 校 中学校 高 校

H34までに延べ1，500人 （短期派遣含む）

26位 １.７人（８３）

２.４人

７.３人

《H23留学者数計》

※ 留学者数：生徒千人当たり／（ ）内は実数 長期：3月以上／短期：2週～3月

Ｈ 9.7人（190）

Ｊ 7.5人（990）

Ｋ 7.5人（128）

Ｌ 2.2人（95）

Ａ 1.0人（117）

Ｍ 0.7人（85）

Ｈ 9.6人（189）

Ｋ 7.3人（125）

Ｊ 7.1人（929）

生 徒

≪他の都道府県との比較≫

≪諸外国との比較≫

韓国 台湾6,150語 5,180語8,200語 日本 3,080語学習指導要領記載の語彙数比較(小中高計)

韓国 台湾４～６倍 3～5倍3～5倍 日本 ―教科書本文の分量（日本との比較）

中国 韓国 台湾453.6点 ―448.6点 日本 408.0点GTEC for STUDENTSのスコア比較（高１）

中国

中国

３位

１位

２位
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【論点】国際水準を睨んだ教育プログラムの戦略的な展開

② 社会が求めるグローバル人材の量的拡大に向けた教育プログラムのブラッシュアップ

③ 教員のグローバル化への対応

外国人や複数年の海外経験を有する者の特別選考の実施

現職教員の海外経験の拡大に向けた海外の学校との教員相互派遣の実施

ネイティブ講師による英語漬け研修など，イマージョンを実践する研修環境の整備

英語スキルを始め，論理的思考力や問題解決力等の育成も含めた世界水準の教育プログラムの整備

例；スーパー・グローバル・ハイスクール（ＳＧＨ），国際バカロレア認定校，留学義務化コース など

使える英語力・コミュニケーション能力の習得を目指した実践的な英語教育の強化

例；学校のレベルに応じた到達目標の設定，外国人講師（ＡＬＴ）等のネイティブスピーカーの大幅増員・戦略的配置 など

チャレンジ精神の育成や異文化体験（留学等）の戦略的な展開

例；海外経験者の増加に向けた留学支援の環境整備（留学奨学金制度の導入等）

海外留学生の受入促進・交流拡大，ICTを活用した海外の学校との交流学習・協働学習

主体性・積極性・チャレンジ精神等を発揮する活動等の支援 など

① 国際社会の第一線で活躍できるグローバルリーダーを育成する教育の実施
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論点① 国際社会の第一線で活躍できるグローバルリーダーを育成する教育の実施

東京学芸大学附属
国際中等教育学校

立 命 館 宇 治
中・高 等 学 校

ー ー ― イマージョン授業
（中学から）

海外大学：5人
(国公立大学：24人)

△ △ △ TOEFL受検義務化
留学コース設置

海外大学：56人
（国公立大学：3人）

△ △ ― 短期留学の義務化
（5年次）

海外大学：6人
（国公立大学：51人）

ー ー ○ チューター制・少人数
全人教育・しつけ教育

海外大学：15人
(国公立大学：34人)

△ ○ ○ ― 40カ国以上が在籍
多くはｱﾒﾘｶの大学
（進学率ほぼ100%）

○ ○ ○ ○
少人数・秋入学
デザイン教育
ＵＷＣ加盟予定

（H26.9開校予定）

加 藤 学 園 暁 秀
中・高 等 学 校

海陽中等教育学校

○ ○ ○ ○ 全人教育
少人数制

ｹﾝﾌﾞﾘｯｼﾞ大・ｵｯｸｽ

ﾌｫｰﾄﾞ大 計78人

海外全寮制学校
（イートン校）

（寄宿舎あり）

（世界中から採用）

（コース設置）

（海外留学生：約半数）

(ﾈｲﾃｨﾌﾞ教員：約2割)

△ △ △
ニュージーランド校
への編入可能

ｲﾏｰｼﾞｮﾝ授業(中学)

海外大学：3人
（国公立大学：64人）

広 島 Ａ Ｉ Ｃ Ｊ
中・高 等 学 校

※ ＡＳＩＪ ～ American School in Japan ～ 日本初＆最大規模のｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙｽｸｰﾙ（帰国生，大使館関係者，アメリカ企業駐在員子弟など40カ国以上1,400人以上在籍）

※ ＭＹＰ ～ Middle Years Program（11歳～16歳），ＤＰ ～ Diploma Program（16歳～19歳）

○

ー

△

ー

△

○

ー

（コース設置） （コース設置） (ﾈｲﾃｨﾌﾞ教員：約1割)

（企業職員派遣）

ＭＹＰ ＤＰ

※ ＩＳＡＫ ～ International School of Asia，Karuizawa ～ 少人数制・全寮制のｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙｽｸｰﾙ （ミッション：新たなフロンティアを創り出し変革を起こせるリーダーの育成）

国際ﾊﾞｶﾛﾚｱ全校導入
生徒の多様性 教員の多様性 全 寮 制 特 記 事 項 進 学 実 績

（帰国生・外国人子弟）

≪国内トップクラス・世界水準の事例≫

Ａ Ｓ Ｉ Ｊ

Ｉ Ｓ Ａ Ｋ

(ﾈｲﾃｨﾌﾞ教員：約2割) (Englishﾊｳｽあり)（コース設置）

国
際
バ
カ
ロ
レ
ア

全
寮

イ
ン
タ
ー

ナ
シ
ョ
ナ
ル
Ｓ

世
界

県
内

区 分

1学年：約120人
帰国生:約4割

1学年：約350人
（うちDPｺｰｽ約50人）
帰国生:約4割

1学年：約210人
（うちDPｺｰｽ約20人）
帰国生:約1割

1学年：約120人

1学年：約140人
（うちDPｺｰｽ数人）

〔１学年：約220人〕
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論点② 社会が求めるグローバル人材の量的拡大に向けた教育プログラムのブラッシュアップ

本県では，H12年度から学力向上指定校による対策を強化し，拠点校に引っ張られる形で県全体の学力が飛躍的に向上したという成果あり

今後は，現行の学力向上対策による「確かな学力の育成」に加えて，限られたリソースの中で，グローバル社会で通用する実践的な英語教育

の強化や国際的素養の修得に向けた対策が必要となる

対策検討に当たっては，生徒の英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力や現行ｶﾘｷｭﾗﾑ等の現状を踏まえ，各学校の状況に応じた実行性のあるものにすべき

実行性を担保するには，一層負荷のかかる学校現場の意欲や主体性が必須となることから，各学校が到達目標を定め，校長のリーダーシップ

の下，独創的な対策を講じる方策（学校提案型）が有効なのではないか

その他

重点校
(15校)

その他

拠点校
(５校)

重点校
(15校)

その他

拠点校
(５校)重点校

(20校)

ﾄｯﾌﾟ
（５校）

その他
（45校）

ｽﾃｯﾌﾟ
(15校)

ﾁｬﾚﾝｼﾞ
(15校)

重点校

拠点校等

指
定
校
の
状
況

国

公

立

大

学

現
役
合
格
者
数

県立高校の学力向上対策の現状 生徒や英語カリキュラム等の現状

311人

248人

1人

2人

14人 0人

637人

975人

126人

準 ２ 級 ２ 級 準 １ 級英検取得者

3年生約2,900人

3年生約6,800人

3年生約6,400人

トップ層

ﾁｬﾚﾝｼﾞ層

その他層

カリキュラム

ＡＬＴ等ﾈｲﾃｨﾌﾞ講師活用時間

異文化体験機会等

学習指導要領上の外国語標準授業時数
週6時間 ⇒ 広島県：平均6.7時間

1学級当たり年間授業時間
～約21時間／202時間

H23留学支援制度創設
H25全ての高校で姉妹校提携締結

対 策 の 方 向 性

学

校

毎

の

到

達

目

標

の

設

定

≪教育プログラム≫

カリキュラム変更，英語による授業

時間数の増

・ 外国人教員やＡＬＴ等ネイティブ

講師の活用

≪留学≫

海外留学の義務化など

≪ﾁｬﾚﾝｼﾞ精神・異文化体験≫

海外留学生の受入本格化

・ 姉妹校交流の活性化

生徒が主体性・積極性・ﾁｬﾚﾝｼﾞ

精神等を発揮する活動機会の増

≪教育環境≫

グローバル教育を支える環境整備

・ ＩＣＴの活用（タブレット端末等）

・ ＬＬ教室等の整備

・ Englishﾊｳｽ（異文化空間）の整備

対策の例示

その他

1,457人

1,061人

487人

304人

648人

744人

共
通
学
力

テ
ス
ト

平均正答率
62.8％

平均正答率
72.6％

英語使用機会

英語ディベート大会～3校23名参加
ｽﾋﾟｰﾁﾚｼﾃｰｼｮﾝ大会～27校92名参加

※ 学校提案型としてはどうか



8

論点③ 教員のグローバル化への対応

外国人教員や複数年の海外経験のある教員等の現状 ≪公立高校≫

現職教員の海外派遣等の現状 ≪公立高校≫

外 国 人 教 員 の 人 数

広島県 2位 3人 22位 6％ （29人）

全国平均

トップとの差

0.3人 6％ （32人）

１人 7ポイント

Ａ ４人

広島県 3人

Ｂ 2人

Ｃ 13％ （55人）

Ｄ 12％ （161人）

Ｅ 12％ （37人）３位

１位

２位

複数年の海外経験教員の割合

25位 1.0人 （49人）

1.1人 （51人）

1.6人

Ｆ 2.6人 （263人）

Ｇ 2.2人 （30人）

Ｈ 1.9人 （51人）

外国人講師（ＡＬＴ）の人数

※ 生徒千人当たり／（ ）内は実数※ 全国計13人，配置５府県 ※ （ ）内は実数

採用時のTOEFLスコア利用状況

※ＣＩＥＥ調べ（有効回答：37都道府県）

主な利用状況

・筆記試験や実技試験の免除
・出願資格の一部として義務付け

≪広島県≫
・自己申告してもらい参考とする

英語担当教員語学研修

姉妹校教員海外派遣

〔広島県〕 ※ 詳細は参考資料（Ｐ23「教員研修の状況」）のとおり

派遣期間 派 遣 先 Ｈ24実績 過去実績累計

9人2人ハワイ大学3週間

6人6人海外姉妹校１ヶ月

青 年 海 外 協 力 隊 7人0人外国教育施設２年

〔他の都道府県の事例〕

海外の先進的な学校への教職員派遣

・ ２泊３日～H24：190人 （ｱｼﾞｱ8都市）
・ ３泊４日～H24： 40人 （ｱｼﾞｱ4都市）

大 阪 府 の 取 組

クイーンズランド州との教員相互派遣

・派遣：約3週間～H24：2人（累計45人）
・受入：約2週間～H24：2人（累計46人）

埼 玉 県 の 取 組区 分

区 分

教員研修の現状 ≪公立高校≫

H24 集中研修 （3～5日程度） 実施状況

実 施 状 況 （ 受講者割合 ）

１位：53％（115人） ２位：36％（70人） ３位：28％（51人）

実 施 未 実 施

27都府県（広島県含む）20道府県

【実施時期】 H15～H19 （5年間で全英語教員が受講）

【実施期間】 10日間／年
【受講者】 339人（政令市・中核市を除く）
【特徴】 研修中は原則，英語のみ使用

指導方法に関する講義・演習・ディスカッション等
最終日にTOEFL試験実施（目標550点≒英検準1級相当）

〔参考〕 広島県英語教員ブラッシュアップ研修

外国教育施設教員派遣 12人外国教育委員会２年 (H20中止) ※H23～24実施 ※S61～継続実施

利用あり 利用なし

78％ 22％
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◆グローバル人材の定義

○ Ｈ24年6月 「グローバル人材育成戦略」 （グローバル人材育成推進会議 審議まとめ）

産業界が，グローバル人材に求める素質，能力としては，社会人としての基礎的な能力に加え，日々，

変化するグローバル・ビジネスの現場で，様々な障害を乗り越え，臨機応変に対応する必要性から「既

成概念に捉われず，チャレンジ精神を持ち続ける」姿勢，さらに，多様な文化・社会的背景を持つ従業

員や同僚，顧客，取引先等と意思の疎通が図れる「外国語によるコミュニケーション能力」や，「海外

との文化，価値観の差に興味・関心を持ち柔軟に対応する」ことが指摘されている。

○ Ｈ23年6月 「グローバル人材の育成に向けた提言」 （日本経済団体連合会）

グローバル人材とは，世界的な競争と共生が進む現代社会において，日本人としてのアイデンティ

ティを持ちながら，広い視野に立って培われる教養と専門性，異なる言語，文化，価値を乗り越えて関

係を構築するためのコミュニケーション能力と協調性，新しい価値を創造する能力，次世代までも視野

に入れた社会貢献の意識などを持った人間。

○ Ｈ23年4月 「産学官によるグローバル人材の育成のための戦略」 （産学連携によるｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材育成推進会議）

「グローバル人材」の概念を整理すると，概ね，以下のような要素が含まれるものと考えられる。

要素Ⅰ：語学力・コミュニケーション能力

要素Ⅱ：主体性・積極性，チャレンジ精神，協調性・柔軟性，責任感・使命感

要素Ⅲ：異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティー



〔国内の経済状況の変化〕
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出典） 厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」

出典） 日本政府観光局（JNTO) 「国際観光白書」

外国人労働者数の推移
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出典） 財務省「貿易統計」

日本の貿易額の推移
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◆社会経済環境の変化（経済状況）

リーマンショックや東日本大震災などの特殊要因を除くと，貿易額及び訪日外国人客数は約２倍，外国人労働者数
は約３倍に増加するなど，近年，国内の経済状況は大きくグローバル化している。
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〔新入社員のグローバル意識〕 〔20～30代の海外に対する受容性〕

〔県内高校生の留学状況・留学意識〕

出典） 産業能率大学「新入社員ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ意識調査」（H22） 出典） 野村総研「若者の生活意識に関するｱﾝｹｰﾄ調査」
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30.0%
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61.3%
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出典） 県教委「高校生の海外留学調査」（H24）

「以下について取り組みたい(前向きに受け止めたい)気持ちはあるか」

留学者数(2週間以上)の推移

高校生の留学に関する意識541
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251

33.1%
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◆社会経済環境の変化（若者の意識）

新入社員のグローバル意識は二極化傾向にあり，また，20～30代の海外に対する受容性では海外での就労には
消極的であるなど，国際社会で通用する実践的なスキルの育成や意欲の涵養が必要となっている。
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◆日本企業の海外進出状況

日本企業の海外売上高は，近年急速に拡大し，200兆円を超えている。中でも東アジアでの売上高は，98
年からの10年間で2.5倍以上，全海外売上高に占める割合も35％に上昇。
一方で，海外拠点を設置・運営するに当たり，４分の３近い企業が「グローバル化を推進する国内人材
の確保・育成」を課題として挙げている。

その他

欧州

北米

NIEs3

ASEAN4

中国

日本企業の海外売上高，東ｱｼﾞｱﾏｰｹｯﾄｼｪｱの推移

出典） 経済産業省「海外事業活動基本調査」

出典） 経済産業省
「グローバル人材育成に関するアンケート調査」（2010年3月）
アンケート回答企業：259社（上場企業201社，非上場企業58社）



〔地域別海外進出状況〕

14

◆県内企業の海外進出状況

県内に本社のある企業（地場企業）又は事業所のある企業（県外本社企業）ともに，アジアを中心に多
くの海外事業所を有しており，85年からの急激な円高により86年～05年にかけて海外進出が一挙に加速。
06年から少し鈍化したものの，現在でも新設が続いている。

〔業種別海外進出状況〕 〔年次別海外進出状況〕

（※ H24調査実施422社のうち，公表を承諾した197社の状況）

（単位：社，事業所)

企業数 事業所数 企業数 事業所数 企業数 事業所数

製 造 133 382 11 154 144 536

建設・建設サービス 8 21 8 21

運 輸 ・ 通 信 2 10 4 38 6 48

卸売・小売，飲食店 17 32 1 1 18 33

金 融 ・ 保 険 1 2 1 2

サ ー ビ ス 16 19 1 1 17 20

そ の 他 3 3 3 3

合 計 180 469 17 194 197 663

地　場　企　業 県外本社企業 合　　　　計
業        種

14 15 11
17

74

90 91

153

96

34

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

(事業所)

出典） (財)ひろしま産業振興機構「海外進出企業ダイレクトリー（2012）」
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◆日本企業の人材需要の現状

海外拠点を設置している企業を対象としたアンケート調査では，人材の国際化に向けて，「グローバル

に活躍できる幹部人材の育成」と「日本国内で採用した人材の国際化」が重要であり，かつ課題である

と認識している企業の比率が高い。

〔人材の国際化に向けた重要分野・課題分野〕

出典） 経済産業省「国際化指標」検討委員会報告書
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◆日本の英語コミュニケーション能力の現状

TOEFLスコアの国別ランキング(2010年)では，日本は163か国中135位，アジアの中では30か国中27位。
また，スイスの研究教育機関IMDによる世界競争力ランキング(2011年)では，日本は５９か国中２６位。
我が国が弱い指標として外国語のスキル（58位）が挙がっている。

〔ＩＭＤ世界競争力ランキング（2011年）〕

※ＴＯＥＦＬ（iＢＴ）は120点満点

〔TOEFL（iBT）の国別ランキング（2010年）〕

＜我が国が強い指標＞

項　目 順　位

平 均 寿 命 １位

環 境 技 術 ２位

研 究 開 発 投 資 ３位，４位

＜我が国が弱い指標＞

項　目 順　位

携 帯 電 話 料 金 ５９位

外国語のスキル ５８位

依 存 人 口 比 率 ５５位
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≪目指す方向≫

・実際に使える英語力等の

育成が不十分

・留学者数が低調

・複数年の海外経験のある

教員が少ない

・高校生の学力が低下し，

大学の教育改革が困難

・採用活動の早期化・長期化

（留学等が困難）

・外国人教員比率が低い

・日本の大学生に優秀な

人材が少ない

（海外から確保）

・語学力は社内研修で育成

入試の壁

≪現状≫

高 校 大 学 社会人小・中学校

・諸外国に比べ英語教育の

開始時期が遅く，授業時

数も少ない

・小学校では英語免許を

持った教員が少ない

就職の壁

◆実践的な英語教育の強化

（英語・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力，

異文化体験等）

◆高校留学等の促進

◆教員の資質・能力向上

◆大学入試の改革

◆国際的に誇れる大学教育

システムの確立，高等教

育の国際的展開

◆留学生交流の戦略的推進

◆採用活動の改善・充実
・海外へ出たことによる不利
益の是正
・海外へ出やすい環境整備
◆採用後のグローバル人材
育成・活用の促進

◆小学校英語の抜本的拡充

（実施学年早期化・授業時

間増，専任教員配置等）

◆中学校英語の質向上

（英語による英語授業）

・TOEFL等の活用促進
・多面的，総合的な評価への転換

高 校 大 学 社会人小・中学校

ミスマッチ

入試 就職

・就職活動開始時期の後倒しや通期採用
・留学経験のある学生の積極採用

マッチ

◆系統的な人材育成に向けた改革の方向性

現在，国を挙げて，入試や就職の壁を始めとする「悪い流れ」からの脱却を目指した議論が進行中である。
・ 初等中等教育段階から，大学や企業のニーズにマッチする系統的な人材育成が必要
・ 高等教育段階では，マクロの視点から，国家戦略として「大学の機能強化」に向けた抜本的改革を検討
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・小3又は小4 ： 英語学習

（実施学年引下げ）

・小5～6 ： 英語教科化

（指導時間増，専任教員配置）

・中1～3 ： 英語による英語授業

・ｽｰﾊﾟｰ・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾊｲｽｸｰﾙ（ＳＧＨ）の指定

⇒英語使用機会拡大，問題解決力等の

国際的素養の育成支援 (～H30；100校)

・国際バカロレア認定校の大幅増

⇒日本語ＤＰの開発・導入（H27目途）

（H25；16校 ⇒ H30；200校）

・少人数での英語指導体制の整備

・外国人講師（ＡＬＴ）等のネイティブスピーカーの配置拡大

・海外派遣を含めた教員研修の充実・強化

・採用時の外部検定試験（TOEFL等）の活用促進

・教員養成段階でのネイティブスピーカーによる英語科目の履修推進

・大学や地方公共団体のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化に対応した教育環境整備に対し，必要な規制改革や支援措置（「国家戦略特区」の活用等）

・今後10年間で世界大学ランキングトップ

100に10校以上（H24；2校）

・スーパーグローバル大学の重点支援

⇒外国人教員の積極採用，海外大学との

連携，英語の授業のみで卒業可能な学

位課程の拡充等

・英語による授業比率の増加

小・中学校 高 校 大 学

リ
ソ
ー
ス

（
教
員
）

英
語
力
・

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

・優秀な外国人教員の増員

・日本人教員の英語の教育力向上

・海外交流事業への積極的な支援

・日本人留学生：12万人に倍増
・大学入試や卒業認定におけるＴＯＥＦL等
の活用

・外国人留学生：30万人に増加
・秋入学やクォーター制など国際化に対応
した学事暦の柔軟化

・短期留学への積極的な支援―

―

チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
・

異
文
化
体
験(

留
学
等)

国
内

海
外

・イングリッシュキャンプ等の英語に触れる機会の充実

◆国の議論の動向（教育再生実行会議「第三次提言」抜粋）

平成25年5月28日付けで安倍総理に提出された教育再生実行会議の「第三次提言」（これからの大学教育
等の在り方について）の主な内容は次のとおり。

制度
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郁文館グローバル高校 〔東京・私立〕

◆留学用の特別カリキュラム
１年～留学準備（目標：英検２級）
２年～海外留学（全員１年間NZへ）
３年～目標：TOEFL500点・英検準１級
◆英語授業は週12コマ
◆ 全クラス副担任にネイティブ配置

≪keyword・・・全員留学 ≫

高山西高校 〔岐阜・私立〕

◆１・２年次に３か月のディベート授業実施
※H23に英語ディベート世界大会出場
◆米国姉妹校への語学研修，英語ｽﾋﾟｰﾁ
ｺﾝﾃｽﾄ，英検・TOEIC対策等

≪keyword・・・ディベート ≫ 韓 国 （South Korea）

◆幼稚園からの英語教育が標準的
◆小学校3年から英語必修（週２～３コマ）
◆小３～高３までの一貫した英語教育
カリキュラムを整備
◆小学生から海外留学（年間1万人超）
◆英語村の活用（海外疑似体験）

≪keyword・・・早期の英語教育 ≫

東京学芸大附属国際中等教育学校 〔東京・国立〕

≪keyword・・・国際バカロレア ≫

◆中１～高１に国際バカロレアのMYPを導入
◆イマージョン授業（英語で他教科の授業）の実施
◆探究心，複眼的思考，問題解決力等の育成重視
◆学年の約2割が海外大学への進学を視野
◆高２からDP取得のため海外留学する生徒もいる

慶応義塾湘南藤沢中・高等部 〔神奈川・私立〕

◆ 英語教員の半数がネイティブ（ｸﾗｽ担任も兼ねる）
◆週２コマ以上でネイティブの授業実施
◆授業はプレゼン・スピーチ・ディベート等の課題中心
◆６か国10校との短期交換留学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを通年実施

≪keyword・・・ネイティブ教員 ≫

他の都道府県 〔公立〕

≪keyword・・・英語で授業 ≫
〔宮城県〕 H25年度までに県内全ての高校で「英語による授業」の完全実施を目指す（学校毎の活動目標設定，研修・模擬授業，公開授業等）
≪keyword・・・ディベート 授業≫
〔茨城県〕 H25年度までに県内全ての高校で「ディベートを取り入れた授業」の実施を目指す（ﾃﾞｨﾍﾞｰﾄ指導法研修，同実践研修，同県大会等）
≪keyword・・・教員研修≫
〔富山県〕 5年間で全ての中・高英語教員が参加する3日間の集中研修実施（英語で授業を行うための指導法，Can-Doリスト作成等）
≪keyword・・・ 姉妹提携交流 ≫
〔埼玉県〕 ｸｲｰﾝｽﾞﾗﾝﾄﾞ州との交流～教員相互派遣（各2名），高校生の派遣・受入（各100名程度）・海外大学等への短期派遣（100名程度）
≪keyword・・・留学団体との提携 ≫
〔沖縄県〕 YFU（H25からはEIL）の特別枠を活用し，毎年70名程度を１年間の海外留学へ ※留学費用は県が全額助成

横浜国際高校 〔神奈川・公立〕

◆英語授業はオールイングリッシュ
◆23人のネイティブ教員在籍
◆6か国語の第二外国語の必修化
◆日本語禁止の箱根英語合宿
◆約半数の生徒が姉妹校訪問

≪keyword・・・英語で授業≫

◆国内外の特徴的な事例
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高 校 大 学小学校 中学校

調 整 中

15.6万人 8.1万人 7.9万人 6.3万人

国 立

私 立

公 立

1％

98％ 88％ 68％

2％ 2％

63％

26％

11％

卒業後3％
が県外へ

卒業後41％
が県外へ

（地元28%／県外72%）

（地元48%／県外52%）

（地元70%／県外30%）

地元59％
県外41％

10％

30％

1％

≪大学生の出身比率≫
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（児童生徒数）

◆県内の児童生徒の進学状況

高校までは，ほとんどの児童生徒が地元の学校へ進学し，高校段階での公私比率は約７：３であるが，
高校卒業後からの進路は流動的（県内⇔県外，国⇔公⇔私）である。
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◆グローバル人材に求められる能力 （H23教育委員会整理）

教育委員会では，グローバル人材に求められる能力を次のとおり体系的に整理し，県内の各学校におい
て，教育活動全体を通した取組を進めている。

≪グローバル人材に求められる能力≫
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◆高校生の海外留学の状況

高校生の海外留学者数は，近年減少傾向にあり，特にアメリカへの留学者数は大きく減少。
留学の阻害要因として，言葉の壁や経済面，進路面の不安などが挙がっている。

〔留学者数（３ヶ月以上）行き先別〕

〔留学を希望しない理由〕

全国の状況 県内の状況

出典）H23高等学校等における国際交流等の状況について（文部科学省）

〔留学者数（２週間以上）〕

〔留学を希望しない理由〕

出典）H24高校生の海外留学に関する調査（広島県教育委員会）

446

315

251

23.0%

30.0%

67.3%

69.0%

74.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

留年・入試（単位・勉強の遅れ）

留学費用

言語スキル

準備・手続き

文化の違い
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172
89 97

253

274

226
154
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平成16年度 平成18年度平成20年度 平成23年度人
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541



〔海外派遣研修の状況〕

〔研修実施状況（県立教育センター）〕
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◆教員研修の状況

県立教育センターでの専門研修のほか，文部科学省やJICA等を活用した海外派遣研修を実施しており，
これまで約200人の教員を海外に派遣している。

（広島市，福山市を除く）

（単位：人）

外国語活動「やってみよう！外国語活動の授業づくり」 １日/年

外国語活動「ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力を育成する授業づくり」 ２日/年

外国語（英語）科「批判的に読む力を育てる授業づくり」 １日/年 28

外国語（英語）科「批判的に読む力を育てる授業づくり」 １日/年 24

外国語（英語）科「文法指導と言語活動の一体化を図る授業づくり」 １日/年

【参考】ブラッシュアップ研修（H15～19） 10日 192 359

※「対象校種」欄の小・中・高には，それぞれ特別支援学校の小学部・中学部・高等部を含む。

5年間で全英語教員が受講
※ 英語漬け研修

備考研　修　講　座　名 期間 対象校種

 中・高（全英語教員）

小 中 高

小・中

小・中

中

30

40

中・高 40

高

（単位：人）

小 中 高 特支 小 中 高 特支

在外教育施設派遣

 【文部科学省】

青年海外協力隊 ＜現職教員派遣制度＞

 【JICA】

外国教育施設日本語指導教員派遣事業 (REX)

 【文部科学省】

日本人若手英語教育米国派遣事業

 【文部科学省，外務省】

広島県英語担当教員語学研修

 【広島県教育委員会】

姉妹校教員海外派遣

 【広島県教育委員会】
H24実施

ハワイ大学 (KCC) 1 2中・高

中・高 12
H2～
中:H19中止
高:H20中止

1 11

8 1 7 H3～

67 34

9 9 H19～

6

4 H23～

0 0

米国の大学 2中

外国の教育委員会

2年
（延長1年）

2年

海外の日本人学校等 10

外国の教育施設
（主に発展途上地域）

2

小・中

小・中・高

備考対象校種
過去実績累計

Ｓ53～6 77 42

事　業　名
【事業主体】

派遣
期間

派遣先

6ヶ月

2年

3週間

1ヶ月 高

8 8612 9計

海外の姉妹校 6

1

1

H24実績（派遣中）

6

5

1



◆県立高校の学力向上対策の状況

県立高校では，H12年度から学力向上の重点対策を進め，対策前に比べ国公立大学現役合格者数は約1.5倍，
センター試験の全国平均点以上の得点者数は約2倍に増加。大学等進学率は全国上位にランクイン。
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〔高等学校学力向上対策事業の概要〕 〔国公立大学現役合格者数等の推移〕
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〔大学・短大等進学率〕

（全国） （全国） (全国)

進  学  率
(全国順位)

40.4% （7位） 32.7% 56.8% （3位） 49.3% 60.0% （5位） 53.5%

Ｈ18 Ｈ24H4

広島県 広島県 広島県


